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新規事業採択時評価



～
～
～

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成30年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

資産（-10%～+10%） 4.0 4.9

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋1,431戸、農地1haの浸水被害を解消する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 4.4 4.5
残事業費（+10%～-10%）

4.4

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：407戸
年平均浸水軽減面積：4ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成30年度
B:総便益
(億円)

959
EIRR
（％）

B-C 743

4.3 4.6

C:総費用(億円) 216

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B/C

総事業費
（億円）

約45

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、昭和56年8月、平成12年7月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では平成26年9月にも浸水被害が発生。
・市街地としての治水安全度が確保できていないことや、現況流下能力も低いため、放水路の整備や河道掘削による河積の拡大を行い、早期に
　浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・放水路の整備や河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2023年度

主な事業
の諸元

河川トンネル（放水路）、橋梁改築、河道掘削

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

北海道
担当課長名 井上　智夫

事業名
（箇所名）

望月寒川大規模特定河川事業

実施箇所 北海道札幌市

＜新規事業採択時評価＞
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望月寒川 大規模特定河川事業位置図

望月寒川大規模特定河川事業延長 L=2.85km

北海道

石狩川水系望月寒川

いしかりがわ もつきさむがわ
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～
～

事業名
（箇所名）

堀株川大規模特定河川事業

実施箇所 北海道共和町

主な事業
の諸元

橋梁改築、河道掘削

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

北海道
担当課長名 井上　智夫

総事業費
（億円）

約23

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、昭和36年7月、昭和36年7月、昭和37年8月、昭和60年9月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では
　平成28年8月にも浸水被害が発生。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2023年度

5.5 5.6

C:総費用(億円) 674

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B/C 5.5

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：233戸
年平均浸水軽減面積：583ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成30年度
B:総便益
(億円)

3,726
EIRR
（％）

B-C 3,052

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成30年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

資産（-10%～+10%） 5.1 6.0

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋452戸、農地1,050haの浸水被害を解消する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 5.5 5.7
残事業費（+10%～-10%）

＜新規事業採択時評価＞
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堀株川 大規模特定河川事業位置図

堀株川水系堀株
ほりかっぷがわ ほりかっぷがわ

北海道

堀株川 大規模特定河川事業延長 L=2.5km
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～
～

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成30年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

資産（-10%～+10%） 1.0 1.2

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋4,719戸、農地6,247haの浸水被害を解消する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 1.1 1.1
残事業費（+10%～-10%）

1.1

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：763戸
年平均浸水軽減面積：1,028ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成30年度
B:総便益
(億円)

3,124
EIRR
（％）

B-C 292

1.1 1.1

C:総費用(億円) 2,832

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B/C

総事業費
（億円）

約12

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、昭和36年7月、昭和41年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では平成28年8月にも浸水被害が発生。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2021年度

主な事業
の諸元

分水路、橋梁改築、河道掘削

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

北海道
担当課長名 井上　智夫

事業名
（箇所名）

富良野川（分水路）大規模特定河川事業

実施箇所 北海道中富良野町

＜新規事業採択時評価＞

5



富良野川（分水路）
 大規模特定河川事業位置図

富良野川（分水路）

大規模特定河川事業延長 L=0.5km

N
石狩川水系富良野川（分水路）

いしかりがわ ふらのがわ
北海道
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事業名
（箇所名）

東八線川大規模特定河川事業

実施箇所 北海道富良野市

主な事業
の諸元

橋梁改築、河道掘削

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

北海道
担当課長名 井上　智夫

総事業費
（億円）

約11

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、昭和36年7月、昭和41年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では平成28年8月にも浸水被害が発生。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2023年度

1.1 1.1

C:総費用(億円) 2,832

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B/C 1.1

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：763戸
年平均浸水軽減面積：1,028ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成30年度
B:総便益
(億円)

3,124
EIRR
（％）

B-C 292

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成30年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

資産（-10%～+10%） 1.0 1.2

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋4,719戸、農地6,247haの浸水被害を解消する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 1.1 1.1
残事業費（+10%～-10%）

＜新規事業採択時評価＞

7



東八線川大規模特定河川事業位置図

東八線川 大規模特定河川事業延長

L=1.0km

N
石狩川水系東八線川
いしかりがわ ひがしはちせんがわ

北海道
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～
～

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成26年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

資産（-10%～+10%） 1.0 1.2

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋4,044戸の浸水被害を解消する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 1.1 1.1
残事業費（+10%～-10%）

1.1

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：410戸
年平均浸水軽減面積：6ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成26年度
B:総便益
(億円)

316
EIRR
（％）

B-C 33

1.1 1.2

C:総費用(億円) 283

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B/C

総事業費
（億円）

約54

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、昭和36年7月、昭和61年9月、平成5年12月、平成6年2月の洪水などにより、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では
　平成28年8月にも浸水被害が発生。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2028年度

主な事業
の諸元

橋梁改築、河道掘削

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

北海道
担当課長名 井上　智夫

事業名
（箇所名）

釧路川大規模特定河川事業

実施箇所 北海道釧路市、釧路町

＜新規事業採択時評価＞

9



釧路川 大規模特定河川事業位置図

釧路川 大規模特定河川事業延長 L=1.4km

釧路川水系釧路川

N

北海道

くしろがわ くしろがわ

10
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事業名
（箇所名）

中の川大規模特定河川事業

実施箇所 北海道知内町

主な事業
の諸元

橋梁改築、河道掘削

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

北海道
担当課長名 井上　智夫

総事業費
（億円）

約12

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、平成6年9月、平成7年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では平成20年7月にも浸水被害が発生。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2022年度

2.5 3.0

C:総費用(億円) 46

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B/C 2.7

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：42戸
年平均浸水軽減面積：33ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成28年度
B:総便益
(億円)

125
EIRR
（％）

B-C 80

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成28年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

資産（-10%～+10%） 2.5 3.0

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋84戸、農地81haの浸水被害を解消する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 2.7 2.8
残事業費（+10%～-10%）

＜新規事業採択時評価＞
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中の川 大規模特定河川事業位置図

中の川水系中の川

N

北海道

なかのかわ なかのかわ

中の川大規模特定河川事業延長 L=0.2km
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成30年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

資産（-10%～+10%） 1.5 1.9

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋3,779戸、農地632haの浸水被害を解消する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 1.7 1.7
残事業費（+10%～-10%）

1.7

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：42戸
年平均浸水軽減面積：133ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成30年度
B:総便益
(億円)

1,151
EIRR
（％）

B-C 469

1.6 1.8

C:総費用(億円) 682

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B/C

総事業費
（億円）

約34

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、昭和22年9月、昭和56年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生した。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2024年度

主な事業
の諸元

橋梁改築、取水堰改築、河道掘削

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

北海道
担当課長名 井上　智夫

事業名
（箇所名）

安平川大規模特定河川事業

実施箇所 北海道安平町

＜新規事業採択時評価＞
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安平川 大規模特定河川事業位置図

安平川水系 安平川

N

あびらがわ あびらがわ

安平川大規模特定河川事業延長 L=1.9km

北海道

14
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成30年5月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、要望を行うことは妥当の評価結果となっている。

資産（-10%～+10%） 1.3 1.6

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋22戸、農地204haの浸水被害を解消する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 1.5 1.5
残事業費（+10%～-10%）

1.5

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：5戸
年平均浸水軽減面積：46ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成29年度
B:総便益
(億円)

41
EIRR
（％）

B-C 13

1.4 1.6

C:総費用(億円) 28

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B/C

総事業費
（億円）

約25

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、平成26年8月、平成28年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生した。
・現況流下能力が低いため、遊水地の整備や河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・遊水地の整備や河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2025年度

主な事業
の諸元

遊水地、河道掘削

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

北海道
担当課長名 井上　智夫

事業名
（箇所名）

古丹別川大規模特定河川事業

実施箇所 北海道苫前町

＜新規事業採択時評価＞

15



古丹別川 大規模特定河川事業位置図

こたんべつがわ こたんべつがわ

古丹別川水系古丹別川

N

北海道

古丹別川大規模特定河川事業延長

L=4.9km
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成30年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

資産（-10%～+10%） 4.9 5.9

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋1,939戸、農地813haの浸水被害を解消する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 5.4 5.6
残事業費（+10%～-10%）

5.4

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：464戸
年平均浸水軽減面積：238ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成30年度
B:総便益
(億円)

2,486
EIRR
（％）

B-C 2,024

5.2 5.6

C:総費用(億円) 462

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B/C

総事業費
（億円）

約11

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、昭和54年10月、平成4年9月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では平成28年8月にも浸水被害が発生。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を防止する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2022年度

主な事業
の諸元

橋梁改築、河道掘削

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

北海道
担当課長名 井上　智夫

事業名
（箇所名）

利別川大規模特定河川事業

実施箇所 北海道足寄町

＜新規事業採択時評価＞
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利別川 大規模特定河川事業位置図

利別川大規模特定河川事業延長 L=2.2km

北海道

とかちがわ としべつがわ
十勝川

N

十勝川水系利別川

18
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事業名
（箇所名）

秋の川大規模特定河川事業

実施箇所 北海道斜里町

主な事業
の諸元

橋梁改築、河道掘削

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

北海道
担当課長名 井上　智夫

総事業費
（億円）

約13

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、昭和50年8月、昭和63年11月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では平成28年8月にも浸水被害が発生。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2023年度

2.2 2.4

C:総費用(億円) 254

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B/C 2.3

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：385戸
年平均浸水軽減面積：15ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成30年度
B:総便益
(億円)

584
EIRR
（％）

B-C 330

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成30年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

資産（-10%～+10%） 2.1 2.5

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋1,934戸、農地89haの浸水被害を解消する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 2.3 2.3
残事業費（+10%～-10%）

＜新規事業採択時評価＞
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秋の川 大規模特定河川事業位置図

北海道

しゃりがわ あきのがわ

N

斜里川水系秋の川

秋の川大規模特定河川事業延長

L=1.9km
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事業名
（箇所名）

クサンル川大規模特定河川事業

実施箇所 北海道稚内市

主な事業
の諸元

橋梁改築、河道掘削

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

北海道
担当課長名 井上　智夫

総事業費
（億円）

約11

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、平成6年8月、平成8年8月、平成12年10月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では平成28年9月にも
　浸水被害が発生。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2024年度

10.9 12.3

C:総費用(億円) 41

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B/C 11.5

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：178戸
年平均浸水軽減面積：15ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成26年度
B:総便益
(億円)

468
EIRR
（％）

B-C 427

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成26年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

資産（-10%～+10%） 10.4 12.7

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋367戸の浸水被害を解消する。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 11.5 11.6
残事業費（+10%～-10%）

＜新規事業採択時評価＞
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クサンル川 大規模特定河川事業位置図

北海道

N

クサンル川水系クサンル川

クサンル川 大規模特定河川事業延長

L=0.5km
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担当課長名 井上　智夫

実施箇所 青森県五所川原市

事業名
（箇所名）

金木川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
青森県

主な事業
の諸元

河道掘削、築堤、橋梁架け替え等

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2022年度

総事業費
（億円）

10

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・堤防の高さが低く断面も不十分なことから洪水時には氾濫を生じる恐れがあり、現況流下能力も低い。
・道路橋2橋における橋長が、計画河道の川幅よりも狭いため、架け替えが必要。
・昭和43年8月及び平成14年8月に大規模な浸水被害が発生している。

＜達成すべき目標＞
　築堤・護岸を施工して流下能力の向上を図るとともに、蒔田橋等の道路橋2橋を架け替え、計画規模(W=1/50)における洪水の解消を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害を軽減。
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

平成30年度
B:総便益
(億円)

617 C:総費用(億円) 512 B/C 1.2 B-C 105

便益の主
な根拠

浸水軽減戸数：8,657戸
浸水軽減面積：4,452ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、W=1/50確率規模洪水における、金木川周辺の浸水被害が解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成30年11月に学識者等による第三者から構成される青森県公共事業再評価等審議委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR（％） -

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.2 1.3
残工期（+10%～-10%） 1.2 1.3
資産（-10%～+10%） 1.1 1.3

＜新規事業採択時評価＞
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金木川大規模特定河川事業

位置図

岩木川

青森県五所川原市

岩木川水系金木川

いわきがわ

ごしょがわらし

いわきがわ かなぎがわ

青森市

大規模特定河川事業区間 L=800m

旧
十
川

平面図
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、平成22年７月豪雨の洪水に対して、浸水被害を軽減する。

その他
＜事業評価の状況＞
平成30年10月に継続評価を実施し事業継続と評価している。その結果を県議会に提出し、県のホームページ等で公表している。

EIRR（％） -

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.6 1.7
残工期（+10%～-10%） 1.6 1.6
資産（-10%～+10%） 1.5 1.8

2018年度
B:総便益
(億円)

123 C:総費用(億円) 76 B/C 1.6 B-C 47

便益の主
な根拠

浸水軽減戸数：250戸

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

11

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・堤防の高さが低く断面も不十分なことから洪水時には溢水・破堤氾濫を生じる恐れがあり、現況流下能力も低い
・平成22年７月の洪水では橋梁が支障となり交通途絶など甚大な被害が発生している

＜達成すべき目標＞
・国道４号田頭橋ほか４橋梁の架替及び遊水地の整備を集中的に実施し、早期の浸水被害の軽減を図る

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

護岸工、橋梁架替工、遊水地整備等

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2022年度

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 岩手県岩手郡岩手町

事業名
（箇所名）

北上川（上流）大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
岩手県

＜新規事業採択時評価＞
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北上川（上流）大規模特定河川事業位置図
位置図

北

上

川

岩手町

北上川水系 北上川
きたかみが きたかみがわ

北

上

川

北上川（上流）大規模特定河川事業延長 L=4.6km

「この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認

を得て、同院発行の2万5千分の１地形図を使用した。

（承認番号 平28情使、第307-GISMAP37585号）」

一般県道元木江刈内線

至盛岡

いわて銀河鉄道

至葛巻町

至二戸市

：浸水範囲（Ｈ22）
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成20年11月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価部会で審議され、事業継続妥当とした答申を得ている。
また、平成27年2月に学識者等による第三者から構成される意見交換会を開催し、河川整備計画について了承を得ている。

資産（-10%～+10%） 3.8 4.6

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、登米市中心市街地における洪水による浸水被害の軽減が図られる。また、関連事業として実施する公共下水道
事業における整備の推進により、内水による浸水被害の低減が図られる。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 4.0 4.4

EIRR（％） -

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B-C 261B/C 4.2

便益の主
な根拠

浸水軽減戸数：2165戸
浸水軽減面積：650ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 2008年度
B:総便益
(億円)

343

残事業費（+10%～-10%） 4.1 4.3

C:総費用(億円) 82

総事業費
（億円）

20

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
　一級河川北上川水系長沼川は，現況が旧迫川と合流しているが，下流部は断面が非常に狭く河床勾配が緩いため，台風や大雨時に河川の水
が滞留しやすい。さらに流域（左岸側）には旧迫町の中心市街地となっており，平成14年7月の台風6号では床上浸水2戸、床下浸水69戸の被害も
生じている。

＜達成すべき目標＞
　新たに迫川への放水路を整備し，排水機場及び調整池を設け，1／10確率の洪水に対して浸水被害の解消を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2023年度

実施箇所 宮城県登米市

主な事業
の諸元

河道掘削、築堤、橋梁、排水機場等

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

宮城県
担当課長名 井上　智夫

事業名
（箇所名）

長沼川大規模特定河川事業

＜新規事業採択時評価＞
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長沼川大規模特定河川事業位置図

位置図

宮城県

きたかみがわ ながぬまがわ

北上川水系 長沼川

長沼川改修延長 L=1,400m

出典：国土地理院地図
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～
～
～

事業の効
果等

・平成9年9月豪雨と同規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成30年12月に学識経験者等による第三者から構成される秋田県公共事業評価専門委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR（％） -

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 22.8 26.2
残工期（+10%～-10%） 23.6 24.4
資産（-10%～+10%） 21.9 26.8

2018年度
B:総便益
(億円)

1,072 C:総費用(億円) 44 B/C 24.4 B-C 1,028

便益の主
な根拠

浸水軽減戸数：681戸

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

30

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・斉内川は大仙市の東部に位置し、現況流下能力が低く、平成9年9月豪雨により浸水被害な等が発生。
・当該豪雨では、床上浸水22戸、床下浸水186戸の甚大被害が発生したことから、流下能力不足区間について、早急に整備を進める必要がある。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、平成9年9月豪雨と同規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減。
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

橋梁架替、堰改修、河道掘削等

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2024年度

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 秋田県大仙市

事業名
（箇所名）

斉内川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
秋田県

＜新規事業採択時評価＞
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斉内川大規模特定河川事業位置図

雄物川水系 斉内川
おものがわ さいないがわ

位 置 図

JR斉内川橋りょう

全体計画延長 L=90m
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～
～
～

事業の効
果等

・昭和62年8月豪雨に対して、浸水被害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成30年12月に学識経験者等による第三者から構成される秋田県公共事業評価専門委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR（％） -

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.8 1.9
残工期（+10%～-10%） 1.8 1.9
資産（-10%～+10%） 1.7 2.0

2018年度
B:総便益
(億円)

464 C:総費用(億円) 252 B/C 1.8 B-C 212

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：2,755戸
年平均浸水軽減面積：451ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

11

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・太平川は秋田市の中心部を貫流し、現況流下能力が低く、平成30年5月豪雨により浸水被害が発生。
・当該豪雨では、床上浸水3戸、床下浸水9戸の甚大被害が発生したことから、流下能力不足区間について、早急に整備を進める必要がある。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、河川整備計画に定められた昭和62年8月豪雨に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減。
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

橋梁架替、河道掘削等

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2022年度

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 秋田県秋田市

事業名
（箇所名）

太平川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
秋田県

＜新規事業採択時評価＞
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太平川大規模特定河川事業位置図

秋田市街地

平面図
施工延長 L=200.0m

雄物川水系 太平川
おものがわ たいへいがわ

位 置 図
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～
～
～

事業の効
果等

昭和42年8月羽越水害と同規模の洪水に対して、浸水被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成30年7月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価監視委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR（％） -

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 6.3 7.1
残工期（+10%～-10%） 6.6 6.7
資産（-10%～+10%） 6.0 7.3

2018年度
B:総便益
(億円)

2,479 C:総費用(億円) 372 B/C 6.7 B-C 2,107

便益の主
な根拠

浸水軽減戸数：1,921戸

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

10

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
最上川水系須川は、県都山形市をはじめとする２市２町を貫流する河川であり、沿川には住宅開発地や工場などが集積しているが、川幅狭い箇所
や堤防の無い箇所が未だに残り浸水被害が危惧される。このようなことから、山形県と国土交通省がそれぞれの管理区間の河川改修工事を実施
してきたが、下流直轄区間の暫定改修が完了し、上流県管理区間の治水安全度の向上が急務となっている。

＜達成すべき目標＞
上の沢橋一帯の集中的な河川改修を行うことにより、飯塚町地区の浸水被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞・・・本省対応
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

掘削、築堤、橋梁改築

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2021年度

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 山形県山形市

事業名
（箇所名）

須川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
山形県

＜新規事業採択時評価＞
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山形県

須川大規模特定河川事業位置図

新庄市

米沢市

酒田市

鶴岡市

山形市

位置図

最上川水系須川
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～
～
～

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 山形県村山市

事業名
（箇所名）

大旦川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
山形県

主な事業
の諸元

調節池整備

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2023年度

総事業費
（億円）

15

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
最上川水系大旦川は、村山市河島～たも山地区を貫流する河川であり、沿川には村山市役所、国道13号等の重要施設、及び住宅地等が広がっ
ているが、河川断面が狭小のうえ、最上川の背水の影響を受けるため、平成9年6月2日の台風8号（床下浸水34戸、浸水面積380ha）をはじめとし、
平成14、16、18、25年と立て続けに浸水被害が発生している。そのため、再度災害防止を目指した河積拡大による治水安全度向上が急務となって
いる。

＜達成すべき目標＞
調節池の集中的な整備を行うことにより、河島地区の浸水被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

2014年度
B:総便益
(億円)

1,552 C:総費用(億円) 274 B/C 5.7 B-C 1,278

便益の主
な根拠

浸水軽減戸数：1,087戸

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

平成9年6月2日台風8号と同規模の洪水に対して、浸水被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成26年7月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価監視委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR（％） -

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 5.5 5.8
残工期（+10%～-10%） 5.5 5.6
資産（-10%～+10%） 5.2 6.1

＜新規事業採択時評価＞
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山形県

大旦川大規模特定河川事業位置図

新庄市

米沢市

酒田市

鶴岡市

山形市

位置図

最上川水系大旦川
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～
～
～

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 福島県田村郡小野町

事業名
（箇所名）

右支夏井川　大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
福島県

主な事業
の諸元

橋梁架け替え、仮設道路、築堤等

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2022年度

総事業費
（億円）

13

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・堤防の高さが低く断面も不十分なことから洪水時には溢水・破堤氾濫を生じる恐れがあり、現況流下能力も低い

＜達成すべき目標＞
　町道元町万景上町線の長生橋の架け替えを集中的に実施し、早期の浸水被害の軽減を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

2013年度
B:総便益
(億円)

454 C:総費用(億円) 104 B/C 4.4 B-C 350

便益の主
な根拠

浸水軽減戸数：541戸

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

・昭和61年8月豪雨と同規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成26年9月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業継続としている。

EIRR（％） -

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 4.3 4.4
残工期（+10%～-10%） 4.4 4.4
資産（-10%～+10%） 4.0 4.7

＜新規事業採択時評価＞
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右支夏井川　大規模特定河川事業位置図

概略平面図

夏
井
川

N

小治郎橋

ＪＲ橋

松葉橋

平舘橋

小 野 町

田 村 市

小野IC

小野新町駅

右
支
夏
井
川小野町役場

●

右支夏井川

大規模特定河川事業

長生橋架け替え
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～
～

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 茨城県取手市

事業名
（箇所名）

相野谷川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
茨城県

主な事業
の諸元

橋梁架替（国道6号橋）

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2023年度

総事業費
（億円）

13

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・国道6号橋がボトルネックとなり，上流域において浸水被害がたびたび発生。
・沿川の開発区域に橋梁の迂回路がかかることから，先行して橋梁を架け替える必要がある。

＜達成すべき目標＞
・国道路6号橋の架け替えを行い，上流域の浸水被害の軽減を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

平成29年度
B:総便益
(億円)

324 C:総費用(億円) 246 B/C 1.3 B-C 78

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：92戸
年平均浸水被害軽減面積：143ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

・国道6号橋の上流域において浸水被害が軽減

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成30年3月に学識者等による第三者から構成される茨城県河川整備計画検討委員会を開催し，河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR
（％）

-

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.31 1.33
残工期（+10%～-10%） 1.31 1.32
資産（-10%～+10%） 1.19 1.45

＜新規事業採択時評価＞
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相野谷川大規模特定河川事業位置図

茨城県

位置図
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市 
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とねがわ あいのやがわ

利根川水系 相野谷川

大規模特定河川事業

国道６号橋架替え
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～
～
～

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 茨城県ひたちなか市

事業名
（箇所名）

中丸川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
茨城県

主な事業
の諸元

調整池整備，橋梁架替

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2023年度

総事業費
（億円）

20

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・中丸川の上流域において家屋の浸水被害がたびたび発生。

＜達成すべき目標＞
・調節池を整備し，上流域の浸水被害の軽減を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

平成30年度
B:総便益
(億円)

486 C:総費用(億円) 183 B/C 2.7 B-C 303

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：51戸
年平均浸水被害軽減面積193ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

・中丸川上流の市街地において浸水被害が軽減

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成31年2月に学識者等による第三者から構成される茨城県河川整備計画検討委員会を開催し，河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR
（％）

12.7

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.58 2.71
残工期（+10%～-10%） 2.64 2.65
資産（-10%～+10%） 2.38 2.91

＜新規事業採択時評価＞
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中丸川大規模特定河川事業位置図

茨城県

位置図
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多目的調節池

大規模特定河川事業

調節池整備，橋梁架替
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～

事業の効
果等

・橋梁架替等を実施することで流下能力不足区間を整備し、平成7年7月洪水と同等の洪水に対して、浸水被害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成28年9月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価委員会を開催し、本事業について妥当と評価を得ている。

EIRR
（％）

-

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 4.3 4.7
残工期（+10%～-10%） 4.5 4.5
資産（-10%～+10%） 4.1 5.0

平成28年度
B:総便益
(億円)

329 C:総費用(億円) 73 B/C 4.5 B-C 256

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：205戸
年平均浸水軽減面積：140ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

13

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・計画区間は、野田橋等の複数の橋梁が支障となり、豪雨時には宅地や農地に浸水被害が生じている。
・平成27年9月関東・東北豪雨では、床下浸水10戸の甚大な被害が生じるなど、早急に整備を進める必要がある。

＜達成すべき目標＞
・橋梁架替等を実施することで流下能力不足区間を整備し、平成7年7月洪水と同等の洪水に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

橋梁架替、堰改築、河道掘削、護岸等

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2025年度

担当課長名 課長　井上　智夫

実施箇所 栃木県河内郡上三川町

事業名
（箇所名）

武名瀬川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
栃木県

＜新規事業採択時評価＞
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武名瀬川大規模特定河川事業位置図

位置図
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担当課長名 課長　井上　智夫

実施箇所 栃木県鹿沼市

事業名
（箇所名）

武子川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
栃木県

主な事業
の諸元

鉄道橋架替

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2026年度

総事業費
（億円）

11

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該河川は、鉄道橋が支障となり、豪雨時には宅地や農地に浸水被害が生じている。
・近年では平成27年9月関東・東北豪雨により宅地や農地が浸水しており、早急に整備を進める必要がある。

＜達成すべき目標＞
・橋梁架替等を実施することで流下能力不足区間を整備し、平成10年8月降雨規模の洪水と同等の洪水に対して、浸水被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

平成26年度
B:総便益
(億円)

65 C:総費用(億円) 30 B/C 2.2 B-C 35

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：19戸
年平均浸水軽減面積：36ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

・平成27年9月洪水と同等の洪水に対して、浸水被害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成26年11月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価委員会を開催し、本事業について妥当と評価を得ている。

EIRR
（％）

-

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.0 2.4
残工期（+10%～-10%） 2.1 2.2
資産（-10%～+10%） 1.9 2.4

＜新規事業採択時評価＞
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武子川大規模特定河川事業位置図

位置図

栃木県

利根川水系 武子川

武子川大規模特定河川事業

鉄道橋架替 １橋

平面図
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担当課長名 課長　井上　智夫

実施箇所 栃木県小山市

事業名
（箇所名）

杣井木川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
栃木県

主な事業
の諸元

排水機場整備、調節池整備

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2025年度

総事業費
（億円）

23

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該河川は、既設排水機場の排水能力が不足しており、平成27年9月関東・東北豪雨による洪水では甚大な被害が発生した。
・このため、排水機場及び調節池の整備を集中的に実施し、治水安全度の向上を図る。

＜達成すべき目標＞
・排水機場及び調節池を整備し、小山市と連携した流域対策により平成27年9月関東・東北豪雨による洪水と同等の洪水に対して、宅地浸水被
害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

平成28年度
B:総便益
(億円)

25 C:総費用(億円) 21 B/C 1.2 B-C 4

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：32戸
年平均浸水軽減面積：26ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

・排水機場及び調節池を整備し、小山市と連携した流域対策により、平成27年9月関東・東北豪雨による洪水と同等の洪水に対し、宅地浸水被
害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成28年11月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価委員会を開催し、本事業について助言を得て対応方針に反映している。

EIRR
（％）

-

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.1 1.3
残工期（+10%～-10%） 1.2 1.2
資産（-10%～+10%） 1.1 1.3

＜新規事業採択時評価＞
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杣井木川大規模特定河川事業位置図

位置図

栃木県

杣
井

木
川

利根川水系 杣井木川

平面図

杣井木川大規模特定河川事業

調節池整備

排水機場整備
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事業の効
果等

確率規模1/30の洪水に対応して、浸水被害の軽減を図る。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成27年2月に学識者等による第三者から構成される第38回群馬県公共事業再評価委員会を開催し、事業継続とした答申を得ている。

EIRR
（％）

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.73 1.79
残工期（+10%～-10%） 1.76 1.79
資産（-10%～+10%） 1.62 1.89

平成26年度
B:総便益
(億円)

172 C:総費用(億円) 98 B/C 1.8 B-C 74

便益の主
な根拠

浸水軽減戸数：5,198戸
浸水軽減面積：1,614ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

11

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・石田川は、太田市の西部に位置し、現況流下能力が低く、平成29年10月の台風21号により浸水被害等が発生。
・当該台風では、床上浸水2戸、床下浸水9戸、浸水面積112haの甚大な被害が発生したことから、調節池の整備について、早急に進める必要が
ある。

＜達成すべき目標＞
　調節池を整備し、確率規模1/30の洪水に対応して、浸水被害の軽減を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

調節池掘削、放流渠等

事業期間 事業採択 2019年 完了 2023年

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 群馬県太田市

事業名
（箇所名）

石田川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
群馬県

＜新規事業採択時評価＞
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石田川大規模特定河川事業位置図
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事業名
（箇所名）

綾瀬川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
埼玉県

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 埼玉県さいたま市岩槻区

主な事業
の諸元

調節池整備

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2020年度

総事業費
（億円）

11

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・利根川水系綾瀬川は、大部分が低平地域であり、洪水時には広範囲に長時間に亘って浸水被害が発生する。URの区画整理事業と一体で新
和西上池の整備を実施しており、平成32年までに事業を完了させる必要がある。

＜達成すべき目標＞
・調節地を整備し、洪水時の湛水被害を軽減する。

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：84戸
年平均浸水軽減面積：52.3ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成２７年度
B:総便益
(億円)

1,398 C:総費用(億円) 903 B/C 1.5 B-C 495
EIRR
（％）

6.62

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 15.5 16.8
残工期（+10%～-10%） 15.8 16.3

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成27年度に学識者等による第三者から構成される公共事業評価監視委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

資産（-10%～+10%） 16.0 16.1

事業の効
果等

当該事業を実施することにより、浸水被害の早期軽減が図られる。

＜新規事業採択時評価＞
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事業の効
果等

当該事業を実施することにより、浸水被害の早期軽減が図られる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成27年度に学識者等による第三者から構成される公共事業評価監視委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR
（％）

6.62

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 15.4 16.8
残工期（+10%～-10%） 16.3 15.8
資産（-10%～+10%） 16.0 16.1

平成２７年度
B:総便益
(億円)

1,398 C:総費用(億円) 903 B/C 1.5 B-C 495

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：84戸
年平均浸水軽減面積：52.3ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

81

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・利根川水系原市沼川を含む綾瀬川流域は、洪水時には広範囲に長時間に亘って浸水被害が発生する。このため原市沼調節池整備を早期に
行い、周辺地区の治水安全度の向上を図必要がある。

＜達成すべき目標＞

・調節地を整備し、浸水被害の早期軽減を図る

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

調節池整備

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2027年度

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 埼玉県上尾市、伊奈町

事業名
（箇所名）

原市沼川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
埼玉県

＜新規事業採択時評価＞
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原 市 沼 川 大 規 模 特 定 河 川 事 業 位 置 図

原市沼川

原市沼調節池

綾瀬川

：S61.8浸水範囲

利根川水系

原市沼川

埼玉県

位置図
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事業の効
果等

当該事業を実施することにより、浸水被害の早期軽減が図られる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成27年度に学識者等による第三者から構成される公共事業評価監視委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR
（％）

30.5

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 16.9 18.5
残工期（+10%～-10%） 17.9 17.5
資産（-10%～+10%） 17.4 18.1

平成27年度
B:総便益
(億円)

3,421 C:総費用(億円) 500 B/C 6.8 B-C 2,921

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：179戸
年平均浸水被害軽減面性：129.7ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

82

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・中川流域では市街化の進展に伴う保水機能の低下により、浸水被害が頻発していることから、昭和55年度より河道改修を順次実施してきた。
・平成25年10月の台風26号では、中川最上流部において213戸の浸水被害が発生した。
・中川流域でかんがい排水整備事業が予定されており、中川を排水先としている。かんがい排水整備に併せ、早期に河道を拡幅する必要があ
る。

＜達成すべき目標＞
・ネックとなる鉄道橋梁の架換えを行うことにより、中川の改修を促進する。
・中川の治水安全度の向上により、中川上流地域の浸水被害を軽減することができる。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

鉄道橋架換

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2023年度

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 埼玉県久喜市

事業名
（箇所名）

中川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
埼玉県

＜新規事業採択時評価＞
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中川大規模特定河川事業位置図

位置図

中川

埼玉県

ＪＲ橋梁架換１橋

中川

利根川水系 中川
と ね が わ なかがわ
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事業の効
果等

桂島堰や新手樋橋の改築を集中的に実施し、治水安全度の早期改修向上が図られる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成26年11月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価審議会を開催し、事業継続を可とした意見を得ている。

EIRR
（％）

-

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.7 1.8
残工期（+10%～-10%） 1.7 1.7
資産（-10%～+10%） 1.6 1.9

平成26年度
B:総便益
(億円)

318 C:総費用(億円) 184 B/C 1.7 B-C 134

便益の主
な根拠

浸水軽減戸数：1,543戸
浸水軽減面積：1,262ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

13

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・上流側に位置するＪＲ外房線本納駅周辺の線路、道路冠水や周辺の住宅地で浸水が 数日間に及ぶなど浸水被害が度々発生している。
・平成25年10月台風26号では、浸水面積93ha、浸水家屋19戸の被害が発生した。

＜達成すべき目標＞
　桂島堰や新手樋橋の改築を集中的に実施する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

堰改築、橋梁架替、護岸工等

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2025年度

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 千葉県茂原市

事業名
（箇所名）

赤目川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
千葉県

＜新規事業採択時評価＞
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位置図

赤目川大規模特定河川事業位置図

L=0.6km

赤目川
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事業名
（箇所名）

谷沢川大規模特定河川事業

実施箇所 東京都世田谷区

主な事業
の諸元

谷沢川分水路整備

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

東京都
担当課長名 井上　智夫

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2024年度

総事業費
（億円）

27

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・谷沢川では、大規模な豪雨に伴う被害が頻発している。
・平成25年7月には、時間66㍉の集中豪雨により内水被害が発生。
・また、平成30年8月には時間111㍉、9月には時間70㍉の集中豪雨により浸水被害が発生。
・目標整備水準である時間75㍉対応の達成に向け、新たな分水路等の整備を早急に進めていく必要がある。
・このため谷沢川分水路の整備を集中的に実施し、治水安全度の早期向上を図る。

＜達成すべき目標＞
　時間75㍉の降雨により生じる洪水を安全に流下させる。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による浸水被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

残事業費（+10%～-10%） 1.3 1.5

C:総費用(億円) 183
EIRR
（％）

-

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B-C 66B/C 1.4

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：850戸
年平均浸水軽減面積：10ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成２８年度
B:総便益
(億円)

249

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成28年9月に学識者等による第三者から構成される河川整備計画専門家委員会を開催し、承認を受け、平成29年7月に河川整備計画を変更
している。

資産（-10%～+10%） 1.2 1.5

事業の効
果等

　当該事業を含み、河川整備計画に位置付けた事業の実施により、時間75㍉の降雨により生じる洪水を安全に流下させることができる。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 1.3 1.4

＜新規事業採択時評価＞
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谷沢川大規模特定河川事業
位置図

東京都
位置図

多摩川水系
谷沢川

平面図

大規模特定河川事業箇所
（谷沢川分水路）

L=約３．２㎞

谷沢川

世田谷区
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担当課長名 井上　智夫

実施箇所 東京都中野区、練馬区

事業名
（箇所名）

神田川等大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
東京都

主な事業
の諸元

広域調節池整備

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2025年度

総事業費
（億円）

82

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・神田川・石神井川・白子川では、近年大規模な豪雨に伴う被害が頻発している。
・特に平成17年9月及び平成22年7月の時間100㍉を超える集中豪雨により、神田川流域及び石神井川において甚大な浸水被害が発生。
・目標整備水準である時間75㍉対応の達成に向け、新たな調節池等の整備を早急に進めていく必要がある。
・このため環状七号線地下広域調節池の整備を集中的に実施し、治水安全度の早期向上を図る。

＜達成すべき目標＞
　時間75㍉の降雨により生じる洪水を安全に流下させる。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による浸水被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

平成２７年度
B:総便益
(億円)

7,659 C:総費用(億円) 1,645 B/C 4.7 B-C 6,014

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：4,137戸
年平均浸水軽減面積：43ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を含み、河川整備計画に位置付けた事業の実施により、時間75㍉の降雨により生じる洪水を安全に流下させることができる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成27年7月に学識者等による第三者から構成される河川整備計画専門家委員会を開催し、承認を受け、平成28年3月に河川整備計画を変更
している。

EIRR
（％）

-

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 4.3 5.2
残工期（+10%～-10%） 4.7 4.7
資産（-10%～+10%） 5.2 4.3

＜新規事業採択時評価＞
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神田川等大規模特定河川事業
位置図

荒川水系白子川
東京都

荒川水系石神井川

荒川水系神田川

位置図

平面図
大規模特定河川事業区間

Ｌ＝約5.4ｋｍ
貯留量 約68万ｍ3

地下トンネル式（内径12.5ｍ）

白子川地下調節池（既設）
Ｌ＝3.2ｋｍ

神田川・環状七号線地下調節池（既設）
Ｌ＝4.5ｋｍ

妙正寺川

石神井川

練馬区

中野区
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事業名
（箇所名）

石神井川大規模特定河川事業

実施箇所 東京都板橋区、練馬区

主な事業
の諸元

調節池整備

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

東京都
担当課長名 井上　智夫

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2025年度

総事業費
（億円）

43

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・石神井川では、近年大規模な豪雨に伴う被害が頻発している。
・特に平成22年7月では、時間100㍉を超える集中豪雨により甚大な浸水被害が発生。
・目標整備水準である時間75㍉対応の達成に向け、新たな調節池等の整備を早急に進めていく必要がある。
・このため城北中央公園調節池の整備を集中的に実施し、治水安全度の早期向上を図る。

＜達成すべき目標＞
　時間75㍉の降雨により生じる洪水を安全に流下させる。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による浸水被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

残事業費（+10%～-10%） 3.4 4.1

C:総費用(億円) 775
EIRR
（％）

-

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B-C 1,925B/C 3.5

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：4,956戸
年平均浸水軽減面積：43ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成２７年度
B:総便益
(億円)

2,700

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成27年7月に学識者等による第三者から構成される河川整備計画専門家委員会を開催し、承認を受け、平成28年3月に河川整備計画を変更
している。

資産（-10%～+10%） 3.1 3.8

事業の効
果等

　当該事業を含み、河川整備計画に位置付けた事業の実施により、時間75㍉の降雨により生じる洪水を安全に流下させることができる。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 3.5 3.5

＜新規事業採択時評価＞
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石神井川大規模特定河川事業
位置図

東京都
荒川水系石神井川位置図

大規模特定河川事業箇所
（城北中央公園調節池第一期工事）

貯留量 約９万ｍ3

石神井川

練馬区

板橋区

平面図
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成26年11月に学識者等による第三者から構成される河川整備計画専門家委員会を開催し、承認を受け、平成27年7月に河川整備計画を変
更している。

資産（-10%～+10%） 2.9 2.4

事業の効
果等

　当該事業を含み、河川整備計画に位置付けた事業の実施により、時間65㍉の降雨により生じる洪水を安全に流下させることができる。

感度分析
残工期（+10%～-10%） 2.6 2.6

EIRR
（％）

-

全体事業（Ｂ／Ｃ）

B-C 2,162B/C 2.7

便益の主
な根拠

年平均浸水軽減戸数：1,171戸
年平均浸水軽減面積：63ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成２６年度
B:総便益
(億円)

3,471

残事業費（+10%～-10%） 2.4 2.9

C:総費用(億円) 1,309

総事業費
（億円）

46

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・境川では、近年大規模な豪雨に伴う被害が頻発している。
・特に平成20年8月には、時間100㍉を超える集中豪雨により甚大な被害が発生。
・目標整備水準である時間65㍉対応の達成に向け、新たな調節池等の整備を早急に進めていく必要がある。
・このため境川金森調節池及び境川木曽東調節池の整備を集中的に実施し、治水安全度の早期向上を図る。

＜達成すべき目標＞
　時間65㍉の降雨により生じる洪水を安全に流下させる。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による浸水被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2025年度

実施箇所 東京都町田市

主な事業
の諸元

調節池群整備

担当課 水管理・国土保全局治水課 事業
主体

東京都
担当課長名 井上　智夫

事業名
（箇所名）

境川大規模特定河川事業

＜新規事業採択時評価＞
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境川大規模特定河川事業
位置図

境川水系境川

東京都
位置図

平面図

大規模特定河川事業箇所
（境川木曽東調節池）

貯留量 約５万m3

町田市

大規模特定河川事業箇所
（境川金森調節池）
貯留量 約１５万m3
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担当課長名 井上　智夫

実施箇所 神奈川県藤沢市

事業名
（箇所名）

引地川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
神奈川県

主な事業
の諸元

遊水地整備

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2020年度

総事業費
（億円）

42

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・引地川は、藤沢市の住宅密集地を流下しており、現況流下能力が低く、平成26年10月豪雨により浸水被害が発生。
・当該豪雨では、床上浸水16戸、床下浸水14戸の甚大な被害が発生したことから、流下能力不足区間について、早急に整備を進める必要があ
る。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、整備計画規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

平成30年度
B:総便益
(億円)

656 C:総費用(億円) 423 B/C 1.6 B-C 233

便益の主
な根拠

浸水被害軽減戸数：447戸
浸水被害軽減面積：44ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

・整備計画規模の洪水に対して、遊水地下流の浸水面積が約20ha程度軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成30年10月に学識者等による第三者から構成される神奈川県県土整備局公共事業評価委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得てい
る。

EIRR
（％）

6.2

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 1.5 1.6
残工期（+10%～-10%） 1.5 1.6
資産（-10%～+10%） 1.4 1.7

＜新規事業採択時評価＞
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引地川大規模特定河川事業位置図 

 

 

 

座間市

海老名市

綾瀬市

藤沢市

寒川町

横浜市

国道246号

横浜市営地下鉄
ブルーライン

相模鉄道本線

相模原市

海⽼名

厚木

大船

茅ヶ崎

江の島

藤沢

湘南台

中央林間

大和市

茅ヶ崎市

大和

Ｎ 

引地川河川改修箇所 

（下土棚遊水地） 
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、浸水区域の軽減による人家等の被害軽減が図られる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成28年度に、芦川を含む圏域における河川整備計画の策定（変更）にあたり、学識経験者による第三者から構成される策定検討委員会を開
催し、計画内容について可とする答申を得ている。

EIRR
（％）

747

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 42.9 48.5
残工期（+10%～-10%） 45.4 46.1
資産（-10%～+10%） 34.5 52.0

平成28年度
B:総便益
(億円)

1,164 C:総費用(億円) 26 B/C 45.5 B-C 1,138

便益の主
な根拠

浸水被害軽減戸数：1,081戸
浸水被害軽減面積：247ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

14

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・芦川は、市川三郷町の家屋連担地域を流下しており、現況流下能力が低く、平成23年豪雨による破堤等で浸水被害が発生。
・計画規模の豪雨により、1,081戸の甚大な浸水被害が発生する恐れのあることから、流下能力不足区間について、早急に整備を進める必要が
ある。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、50年に１回の確率規模の豪雨と同規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

河道掘削、築堤、橋梁架け替え等

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2025年度

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 山梨県西八代郡市川三郷町

事業名
（箇所名）

芦川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
山梨県

＜新規事業採択時評価＞
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○芦川大規模特定河川事業位置図

位置図

山梨県

富士川水系芦川
ふじかわ あしかわ

市川三郷町役場

平成23年9月 破堤地点

芦川改修延長 L=0.4km
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事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 浸水区域の軽減により人家・農地等の被害軽減が図られる。
② リニア山梨県駅およびその周辺開発地域の促進が図られる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成27年度に学識経験者による第三者から構成される県の公共事業評価委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR
（％）

26.8

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 4.9 5.0
残工期（+10%～-10%） 5.0 5.0
資産（-10%～+10%） 4.5 5.5

平成27年度
B:総便益
(億円)

2,914 C:総費用(億円) 587 B/C 5.0 B-C 2,327

便益の主
な根拠

浸水被害軽減戸数：1,023戸
浸水被害軽減面積：248ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

総事業費
（億円）

25

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・鎌田川は、甲府市及び中央市の市街地を流下しており、現況流下能力が低く、昭和58年の豪雨等で浸水被害が発生。
・当該豪雨では、床上浸水66戸、床下浸水288戸の甚大な被害が発生したことから、流下能力不足区間について、早急に整備を進める必要が
ある。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、50年に１回の確率規模の豪雨と同規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

河道掘削、築堤、樋門等

事業期間 事業採択 2019年度 完了 2022年度

担当課長名 井上　智夫

実施箇所 山梨県中央市

事業名
（箇所名）

鎌田川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
山梨県

＜新規事業採択時評価＞
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○鎌田川大規模特定河川事業位置図

位置図

山梨県
富士川水系鎌田川

ふじかわ かまたかわ

流
川

渋
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明
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山
王
川

東
花
輪
川清

川

JR身延

：S58.8洪水 浸水範囲

リニア山梨県駅（予定）

鎌田川改修延長 L=0.6km
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